１　地方創生について
	国は、「まち・ひと・しごと創生」に係る地方版総合戦略の策定に役立つよう、ビッグデータの提供を予定している。
これにより、客観的で正確なデータに基づく戦略策定が可能となり、県にとっても非常に有益であると考える。
ついては、知事は、このビッグデータを活用して、どのように地方創生を推進していくお考えか所見を伺う


曽田議員の代表質問にお答えします。
まず、ビッグデータを活用した地方創生の推進についてのお尋ねです。
　少子高齢化が急速に進行し、今後も更なる人口の減少が見込まれる中、国の未来を左右する人口減少問題に対し、国と地方が協働し、総力を挙げて取り組んでいくことが重要です。
こうした中、私は、国が策定を進めている地方創生の指針となる「総合戦略」を踏まえ、来年度中には、本県の実情に即した「地方版総合戦略」を策定していきたいと考えています。
　現在、国においては、地方の総合戦略の策定や実行が円滑に進むよう、地方経済など各般にわたるデータ、いわゆるビッグデータを活用し、産業、人口、社会インフラといった地域ごとの特性や資産、将来の動向などを「見える化」する「地域経済分析システム」の開発が進められています。
このシステムでは、地域の産業や企業の実態、観光客の移動ルート、男女別・年齢階層別の人口流出の状況、各分野での自治体比較など、客観的で詳細なデータ分析が可能となるとされており、本県での成長産業の更なる支援、新たな観光需要の創出をはじめ、きめ細かな定住対策、医療福祉、教育などの分野における、より効果的な政策形成に向けて、有効に活用していくことができるものと期待をしています。
　こうしたことから、私としては、国が本年度中に提供することとされている本システムの具体的な仕組みや内容を見極め、本県にとって効果的な方法等について十分検討した上で、県政の幅広い分野や、県内各地域の特性や課題を明らかにし、データ的にしっかりと裏付けのある総合戦略の策定や、戦略に基づく成果のデータ検証などに生かすことにより、実効ある地方創生の取組につなげていきたいと考えています。
また、ビッグデータは、今後、その活用の可能性も拡がっていくと考えられることから、国においては、地方創生に向け、農業、医療、防災、交通などの分野で新たなイノベーションやビジネスを創出するため、ビッグデータを活用した施策の検討が進められており、こうした動向も注視し、国の政策とも協働しながら、本県の新たな活力の創出に努めていく考えです。
私は、こうした考えの下、新たな県づくりに向け、ビッグデータによる客観的で正確なデータ分析もしっかりと活用し、本県の地方創生の取組を着実に進めてまいりたいと考えています。
２　地方中枢拠点都市圏について
	「地方中枢拠点都市圏」については、一義的には、市町において、自主的・主体的に取り組むべきものではあるが、人口減少・少子高齢社会にあっても、引き続き、県民が安心して快適に暮らしていけるようにするためには、本県においてもある程度の規模と中核性を備えた圏域の中心都市が近隣市町と連携して、地域の活力を維持していくための拠点づくりを進めていくことが重要であると考える。
そこでお尋ねするが、地方中枢拠点都市圏について、県は、どのような認識を持たれているのか。また、こうした市町の連携について、どのように支援されようとお考えなのか伺う。


次に、地方中枢拠点都市圏に関して、県の認識と市町連携への県の支援についてのお尋ねにお答えします。
国が打ち出した「地方中枢拠点都市圏構想」につきましては、本格的に人口減少社会を迎える中、地域の活力を維持し、地域経済を活性化していくために、三大都市圏以外の政令指定都市や人口２０万以上の「中核市」が、近隣の市町村と連携して圏域を形成していくものであり、私としては、お示しのような「地方が踏みとどまるための拠点」を形成する観点からも、圏域を構成する市町村間の連携を強めていくことが必要であると考えています。
現在、この構想に基づく実証的なモデル事業が、全国９か所で実施されており、県内では唯一の中核市である下関市が、北九州市と連携して、それぞれの地域資源を活かした観光振興等に取り組まれ、また、岩国市と柳井市が、広島市を核とする都市圏域での取組に参加しており、今後、実効ある取組となるよう、県内の各市に対し必要な助言などを行っていきたいと考えています。
こうした中、本県のような分散型都市構造を有する地方において、若い世代を中心に、人口の更なる流出に歯止めをかけていくためには、本構想の中心都市の要件を満たさない地域においても、地域の特性や課題を踏まえ、観光や医療、福祉などの分野で市町が広域的に連携することにより、活力と魅力ある地域社会を創っていくことが重要です。
このため、中心都市については、一律に人口規模で線引きを行うのではなく、地方の実情に応じた取組を自主的・主体的に進めることができるよう、その対象範囲の拡大や市町間の連携を促進する支援策の充実などが必要と考え、中国地方知事会を通じて、こうした趣旨の要望を国に対して行ってきたところです。
現在、国において最重要課題として位置付けられている「地方創生」の取組が進められている中、総務省所管の本構想と、国土交通省による、人口１０万人以上の市を中心に交通１時間圏内の「高次地方都市連合」について、「まち・ひと・しごと創生本部」が中心となり、圏域の概念を統一する方向で検討が進められており、今後、地方の実情に即した柔軟な圏域を設定していただきたいと考えています。
私は、市町による主体的な連携の下、それぞれの地域が活力ある地域づくりに効果的に取り組むことができるよう、引き続き国への要望を行うとともに、県内市町に対し必要な情報提供や適切な助言を行うなどの支援に努めてまいります。
３　地域包括ケアシステムについて
	超高齢社会に対応するため、医療、介護、予防、住まい、生活支援などを、高齢者が地域の中で一体的に受けられる
「地域包括ケアシステム」を全国的に構築することが求められている。
本年６月、医療介護総合確保推進法が成立し、都道府県に約９０４億円の基金が創設された。本県でも「地域医療介護総合確保基金」を活用し、在宅医療・介護サービスの充実や医療従事者などの確保・養成を図る補正予算を計上された。
本県では全国を上回るスピードで高齢化が進んでおり、団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年以降の社会を考えると、一人暮らしや認知症の高齢者の増加に伴い、高齢者ケアに対するニーズが増していくと思われる。
本県も、２０２５年に向け、地域包括ケアシステムの構築に積極的に取り組む必要があり、現場となる市町や関係者を支援する体制を整えていただきたいと考える。
そこで、地域包括ケアシステムの推進に向け、医療と介護の連携にどのように取り組まれるのか県の所見を伺う。


次に、地域包括ケアシステムについてのお尋ねにお答えします。
高齢化が進行し、医療や介護の需要の増大が見込まれる中、全ての高齢者が、住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、医療、介護、予防、住まい、生活支援を一体的に提供する　「地域包括ケアシステム」の構築を進めることが重要です。
　このため、私は、現在策定中の「チャレンジプラン」の重点施策に「地域包括ケアシステムの構築」を掲げ、医療と介護の連携強化や在宅医療提供体制の整備、認知症対策の推進等に積極的に取り組むこととしています。
　とりわけ、お尋ねの医療と介護の連携強化については、高齢者が在宅での療養生活を安心して継続できるよう、在宅医療・介護に関する理解促進や、在宅医療・介護提供体制の充実、関係者が連携した総合的な在宅医療・介護サービスの提供が重要であると考えています。
このため、まず、適切な医療・介護サービスの組み合わせで在宅療養が可能となることへの県民の理解を深めるため、地域住民を対象としたフォーラムを開催するとともに、地域や在宅で受けられる医療・介護サービスに関する情報を提供するなど、在宅医療・介護に関する理解促進に努めてまいります。
次に、在宅医療・介護提供体制については、訪問診療・往診等を行う「在宅療養支援診療所」や「在宅療養支援病院」などをはじめ、看護師が療養上の世話や診療の補助を行う　「訪問看護ステーション」、重度の要介護者等に対して介護と看護の両方を提供する「訪問介護看護事業所」等の整備を進め、医療・介護サービスを、２４時間３６５日、一体的に提供する体制の充実を図ってまいります。
また、関係者が連携した総合的な在宅医療・介護サービスにつきましては、まずは、地域包括ケアシステムの中核的機関である地域包括支援センターの調整機能の強化を図るため、専門家の派遣や保健師等の研修を実施することとしています。　　
さらに、このセンターを中心とした関係機関や多職種による連携を進めるため、医療・介護関係機関やセンター間の調整等を行うコーディネーターの養成や、顔が見える関係づくりに向けた医師や介護支援専門員等による合同研修会の開催などを進めてまいります。
　私は、今後とも、こうした取組を通じ、実施主体である市町を支援することにより、一層の医療と介護の連携を進め、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、地域包括ケアシステムの構築に積極的に取り組んでまいります。
４　水素エネルギーの利活用について
	　県では、本県の瀬戸内沿岸部に立地するコンビナートにおいて、大量の水素を生成するという産業特性の強みを活かすため、「未来開拓チャレンジプラン」の素案において、産業活力創造戦略の突破プロジェクトとして「次世代の産業育成プロジェクト」の中に、「水素先進県」を目指した「水素利活用による産業振興と地域づくり」を位置づけ、更なる促進を図られようとしている。
私は、本県が水素先進県を目指していくためには、水素の利活用に向けた全県的な水素推進体制の整備や水素の利活用による産業振興の取組等を進めていくことが極めて重要と考えている。
そこでお尋ねするが、県では、「水素先進県」の実現に向けて、今後、どのように展開されるのか伺う。


　次に、水素エネルギーの利活用についてのお尋ねにお答えします。
　私が目標とする「活力みなぎる山口県」の実現のためには、本県の優れた産業特性を積極的に活かしていくことが必要であると考えており、本県には、全国トップクラスの大量かつ高純度の水素を生成するという強みがあります。
私は、この強みを地域資源として最大限に活かし、水素利活用による産業振興と地域づくりを積極的に進めることにより、「水素先進県」を実現したいと考えています。
こうした中、お示しのように、これまで誘致を行ってきた「水素ステーション」は、平成２７年春を目途に、中国・四国地方では初めて、周南市内で運用が開始されることとなり、県が策定を支援してきた周南市の水素利活用によるまちづくり構想も、本年４月に策定されたところです。
今後は、「水素先進県」の実現に向け、水素利活用について、周南地域での取組モデルを基に、全県への普及を図るとともに、産業振興に向けた取組を展開していく必要があると考えています。
このため、こうした取組を、「やまぐち産業戦略推進計画」や、現在策定中の「チャレンジプラン」の「次世代の産業育成プロジェクト」の重点施策に掲げ、積極的に進めることとしています。
具体的には、水素利活用の全県普及に向けては、本年１１月に、全国に先駆け、全県的な推進組織として、県内企業や自動車メーカー、水素供給事業者、国や全１９市町などで構成する「やまぐち水素成長戦略推進協議会」を創設したところであり、この協議会を基に、県内各地域の水素利活用可能性に関する検討や、水素の初期需要創出に向けた燃料電池自動車等の導入促進、機運醸成に向けたシンポジウムの開催等を行うこととしています。
また、産業振興に向けては、「やまぐち産業戦略研究開発等補助金」を活用し、高い効率性と耐久性を備えた純水素型燃料電池の開発を進めるとともに、水素エネルギー等の活用を図るために設置した、県内中小企業等で構成します「新エネルギー研究会」において、水素ロータリーエンジンを活用した電気と熱の供給設備の試作開発など、水素エネルギーを利用する製品の事業化に向けた取組を支援してまいります。
併せて、こうして得られた成果をもとに、県内中小企業が新たなビジネス展開を図ることができるよう、公共施設や集合住宅等への水素関連製品の導入など、需要の促進に努めてまいります。
私は、「水素先進県」の実現を目指し、今後とも、県・市町・企業・関係機関が一体となった取組を積極的に進めてまいります。
５　野生鳥獣肉の衛生管理対策について
	本年５月に改正された鳥獣保護管理法の附帯決議を踏まえ、厚生労働省では、イノシシやシカなど野生動物の肉を安全に食べるための衛生管理指針を取りまとめた。
指針では、狩猟から加工・流通、消費に至る関係者が遵守すべき事項が規定されている。

国が統一的な衛生管理の方法を示したことで、有害鳥獣を地域の有効資源としてジビエに活用する自治体の取組が進むと期待される。

今後、捕獲数増による食肉利用の増加が見込まれるが、県では、野生鳥獣肉の衛生管理対策について、どのように取り組まれるのか、所見を伺う。


次に、野生鳥獣肉の衛生管理対策についてのお尋ねにお答えします。

近年、生肉による食中毒や賞味期限切れ輸入鶏肉の流通など、全国規模の事件・事故の発生により、県民の食に対する関心は一層高まっており、私は、食品の安全性・信頼性の確保は極めて重要な課題と認識しています。
このため、本県では、食品衛生法や食の安心・安全推進条例に基づき、生産から消費に至る各段階での監視指導、食品検査、食品表示の適正化などの対策を総合的に講じているところです。

お尋ねの野生鳥獣肉については、これまでも、営業許可を取得している食肉処理施設や道の駅などの販売店に対し、管轄の保健所が定期的に監視指導を行うとともに、営業者の自主的な衛生管理の促進により、食中毒など衛生上の危害の発生防止を図ってきたところです。

こうした中、お示しのとおり、厚生労働省は、食用に供される野生鳥獣肉の安全性の確保を図るため、衛生管理に関する指針を策定し、本年１１月、都道府県等に対し、地域の実態に応じたガイドラインの策定について検討するよう通知を行いました。
また、本県においては、改正された鳥獣保護管理法の趣旨を踏まえ、今年度末を目途に、シカ、イノシシ等に係る管理計画の策定を進めており、特に、シカについては、捕獲対策を抜本的に強化することとしており、捕獲頭数の増加が見込まれています。

今後、捕獲した野生鳥獣肉の衛生管理の強化による食用としての利活用の促進は、捕獲頭数の増加による農林業被害の減少はもとより、中山間地域の活性化や関連産業の振興にもつながるものと期待されます。

このような状況を踏まえて、県では、国の指針に沿って、食の安心・安全や野生鳥獣肉の活用、鳥獣被害対策など様々な視点に立ち、猟友会や市町等の理解を得ながら、「野生鳥獣肉の衛生管理ガイドライン」を策定したいと考えています。
このガイドラインにおいては、狩猟関係者による捕獲時の衛生水準の確保や狩猟方法等の記録、食肉処理や販売時の衛生管理の徹底、消費時の適切な調理方法など、具体的な取組を提示することとしており、来年１１月の狩猟期からの運用に向け、講習会の開催等により関係者への普及・定着を図るなど積極的に取り組んでまいります。
私は、引き続き、食肉をはじめ、全ての食品に関し、生産から消費までの食の安心・安全確保対策に万全を期し、県民の皆様の食に対する信頼に応えてまいりたいと考えています。
６　農地の有効活用について
	米の消費量は年々減少し、来年度の山口県の主食用米の生産数量目標は、１０万８,７６０トンと前年比１．９％
（２,０６０トン）の減少となった。
本県では、稲作が農業の大半を占め、２,０６０トンの主食用米の作付けを減らす影響は大変大きく、他の作物を作らない限り、その土地は遊休地となり、耕作放棄地の拡大に拍車をかけてしまうおそれもある。
今後は、主食用米は需給バランスを見ながら生産調整を行い、将来的に需要拡大が見込める飼料用米や酒米等への転作を拡大し、農家の所得を増大させながら農地を農地として守っていくことが、地域を守ることにも繋がる。
農地の有効活用のため、需要の見込める農作物への転作等の推進に今後どう取り組まれるのか、県の所見を伺う。


次に、農地の有効活用についてのお尋ねにお答えします。
お示しのとおり、主食用米の消費量が年々減少し、作付面積の減少を余儀なくされる中、農地の８割が水田で、稲作が主体の本県では、将来的に需要拡大が見込める農作物への転作を進め、農地を有効に活用していく必要があると考えています。
このため、農業団体と一体となり、事前に販売先が決まっている契約栽培などにより、主食用米の計画的な生産を進めるとともに、近年、需要が急速に増加している酒米や、畜産農家から強い要望がある飼料用米など、品目ごとに生産拡大目標を設定し、県内各地域での取組を強化しているところです。
特に、酒米については、県産日本酒の人気の高まりから、県酒造組合の需要量が生産量を大きく上回り、増産を急ぐ必要があることから、本年度の補正予算により、種子の増産や新規栽培者の確保など、来年産の大幅な作付拡大に向けた緊急対策を実施しているところです。
今後は、確実な増産に向けて、既存の栽培者に加え、新規栽培者でも良質な酒米が生産できるよう、栽培技術情報の電子データ化や、栽培に向けた支援システムを構築するなど、技術指導の強化にも取り組みたいと考えています。
また、飼料用米については、輸入飼料が高騰する中、安定的に県産飼料を確保することは、畜産農家の経営安定を図る上で極めて重要であることから、県としましては、畜産振興の観点からも、重点的な取組が必要であると考えています。
このため、一定の地域でまとまって低コストで計画的な生産ができるよう、集落営農法人での作付推進や、ＪＡ単位を基本に、拠点となる乾燥調製施設などの生産体制の整備を支援してまいります。
さらに、米以外の畑作物の導入も重要であることから、学校給食や加工業者からの需要の多い麦やタマネギなどの安定した生産を拡大できるよう、排水対策や農業機械の導入を支援するとともに、収益性が高く、新規就業者の雇用にもつながるイチゴなど施設園芸の取組を促進してまいります。
また、条件不利地域の多い中山間地域においては、耕作放棄地を発生させないよう、今後、需要の拡大が見込まれる薬用作物の検討や、本県独自の取組である山口型放牧の活用など、地域の実情に応じた取組を推進してまいります。
私は、今後とも、需要に応える農作物の生産を拡大することにより、農地を最大限有効に活用し、農家所得を増大できるよう、本県の特性を活かした農業の振興に努めてまいります。
